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令和８年度国民年金システム標準化研究会ベンダー分科会 

(第１回) 議事概要 

 

 

日時：令和８年９月 16 日（水） 14：00～15：30 

場所：オンライン開催 

事務局設置会場：株式会社パソナ７階 会議室Ｈ（東京都港区南青山３－１－３０） 

 

出席者（敬称略） 

【構成員】 

荒川 剛 日本電気株式会社 住民情報システム開発統括部 主任 

下田 祥子 株式会社ＲＫＫＣＳ 第１システム本部 子育てグループ  

グループ長 

浅野 伸也 株式会社ＴＫＣ ユーザ・インターフェイス第一設計部  

サブチーフ 

三井 沙織 株式会社電算 開発本部 ソリューション１部 主幹 

高見 幸司 富士通 Japan 株式会社 Public＆Education 事業本部 

住民情報サービス事業部 シニアマネージャー 

黒田 隆史 株式会社日立システムズ 公共情報サービス第一事業部 

公共パッケージ開発第二本部 パッケージ開発第五部  

第一グループ 主任技師 

 

【オブザーバー】 

津田 直彦 デジタル庁 統括官付参事官付 参事官補佐 

池端 桃子 デジタル庁 地方業務標準化エキスパート 

門田 大悟 デジタル庁 統括官付参事官付 主査 

細川 敬太 総務省 自治行政局住民制度課デジタル基盤推進室 課長補佐 

加藤 秀和 総務省 自治行政局住民制度課デジタル基盤推進室 課長補佐 

安藤 吾朗 日本年金機構 事業企画部 事業企画グループ長 

山田 哲康 日本年金機構 国民年金部 国民年金管理グループ長 

帳山 昌一 日本年金機構 年金給付部 給付企画第１グループ長 

前田 賢一郎 日本年金機構 システム企画部 システム企画第１グループ長 

飯野 一浩 厚生労働省 大臣官房情報政策総括担当参事官室 室長補佐 

島添 悟亨 厚生労働省 大臣官房情報政策総括担当参事官室 室長補佐 

佐々木 光弘 厚生労働省 大臣官房情報政策総括担当参事官室  

情報システム専門官 

松浦 洋平 厚生労働省 年金局事業管理課 課長補佐 

八巻 純一 厚生労働省 年金局事業管理課 国民年金適用収納専門官 

堀内 優成 厚生労働省 年金局事業管理課 主査 
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【議事次第】 

１．開会 

２．議事 

（１）構成員ヒアリングの実施報告 

（２）標準仕様書改定に向けた討議 

（３）今後のスケジュール及び予定 

３．閉会 

 

【意見交換(概要)】 

１．開会 

○ 本日はベンダー分科会であるため進行は事務局が務める。また、本日は研究会構成員のうち

ベンダー代表の皆様に加えオブザーバーが出席対象となっている。出席者の詳細は「令和８

年度国民年金システム標準化研究会ベンダー分科会（第１回）_議事次第」の別紙１をご参照

いただきたい。（事務局） 

○ 事前配布資料として、議事次第、資料１、資料２、資料３を配布している。会議中は事務局に

て資料を投影しながら説明を実施するが、お手元の資料も合わせてご確認いただきたい。 

（事務局） 

 

２．議事 

（１）構成員ヒアリングの実施報告 

○ 報告の趣旨についてご説明する。 

今年度の取組み事項として No.４ 移行前後の機能差異に関する事項、No.５ 市町村からの照

会事項の分析結果に基づく検討、No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした

事項に関する事務局取組み結果の報告、No.７ 一部機能の経過措置対象機能の精査について

構成員の皆様にヒアリングを実施した。そのうち本日は No.４、５、６についてのヒアリング

結果をご報告させていただく。本日はそれを踏まえて事務局がどのように進めていくかの取

組みについてご説明し、最終的には今年度の年度末に向けてどのような対応を行っていくか

については次回のベンダー分科会でご議論していただきたいと考えている。（事務局） 

○ 構成員ヒアリング結果についてご報告する。 

No.４ 移行前後の機能差異に関する事項について報告する。 

令和７年度末の移行期限を過ぎ、多くの自治体で標準準拠システムへの移行が進む中、現在

は移行前後の実態を比較検証し、標準仕様書の精度向上を検討するフェーズである。事前ヒ

アリングでは、第３号被保険者情報の確認手順増加や、住民記録システムからの連携情報簡

素化に伴い変更理由が職権消除等に集約されたことで、調査時間が増加しているといった切

実な課題が寄せられていた。これらを踏まえ、システム移行に伴うデータ、プロセス、業務量

への影響について構成員へヒアリングを実施した。データへの影響としては、多くの自治体

で特になしまたはテスト段階のため現時点で不明との回答であったが、一部でバッチ機能不

足による手作業増加を懸念する声があった。業務プロセスおよび業務量への影響としては、

連携情報の簡素化により年金側だけで住基異動理由が確認できず市民課への確認作業が発生

している点や、画面遷移の増加により処理時間が１割から２割程度増加している点などが報

告された。こうした確認作業等の負担増加を踏まえ、標準仕様書の改定による業務効率化に
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向けた議論を進めたい。（事務局） 

○ No.５ 市町村からの照会事項の分析結果に基づく検討についてご報告する。 

一部の自治体から、標準準拠システムへの移行後、国内転入者の基礎年金番号が住民記録シ

ステムから連携されず紙の連絡票を手入力する手間が増加しているとの課題が報告されてい

た一方で、導入ベンダーにより問題なく連携されている事例も確認され、状況に差異が生じ

ていたため実態を調査した。ヒアリングを行った５つの市区町村のうち、２つの市区町村が

影響あり、３つの市区町村が影響なしと回答し評価が二分された。影響ありと回答した市区

町村からは、データ連携がされないため都度可搬型窓口装置を利用して資格確認を行わざる

を得ない状況や、住民記録システムと国民年金システム間での相互情報連携に支障が出てい

るとの課題が挙がった。一方、影響なしと回答した自治体からは、住民記録システム上の年金

情報を参照しない運用を行っているため業務上の支障は顕在化していないとの意見があっ

た。このように運用や導入システムにより実態に差があることが明らかになったため、標準

仕様書としてどの範囲まで改定や標準化を行うべきかの判断材料として整理を進めたい。 

（事務局） 

○ No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした事項の第３号被保険者の資格照会

に関する機能の見直しについてご報告する。 

第３号被保険者に係る事務は市区町村の法定受託事務ではないため、当該照会機能は標準仕

様書上実装不可機能として整理されていた。しかし現場では、３号から１号への種別変更届

出時にシステム上で３号情報が確認できず、都度可搬型窓口装置の確認やハードコピー印字

の手間が生じている。このため標準オプション機能への変更要望が挙がっていることから、

実務への影響についてヒアリングした。その結果、種別変更時にシステム上で直接入力でき

ないため、資格取得等として入力処理したうえで日本年金機構への進達時に種別変更へデー

タ変換する運用回避策をとる自治体が複数確認された。また、可搬型窓口装置での確認頻度

の増加や、資格取得入力により取得事由を確認しないと種別変更の判別ができない点、入力

履歴が残らず受付や電話相談業務に支障が生じる点などの課題が挙がった。一方ベンダーか

らは、種別変更の届出にシステム対応済みであるとの回答や、現時点で課題は発生していな

いとの回答もあった。これらを踏まえ、標準仕様書の改定による対応が有効か検討を進めた

い。（事務局） 

○ No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした事項の所得情報提供関連機能の実

装区分見直しについてご報告する。 

日本年金機構が情報連携を活用し免除判定等に必要な所得情報を直接取得する運用へ移行し

たことで、電子媒体による情報連携が原則不要となった。これに伴い、電子媒体作成を前提と

した機能群を実装不可として削除し保守負荷軽減を図る方針について自治体およびベンダー

へヒアリングした。自治体へのヒアリングでは、４つの市区町村から影響なしとの回答があ

った一方で、機能削除による業務影響を懸念する意見も挙げられた。具体的な課題として、日

本年金機構側で所得情報が取得できなかったケースにおいて紙ベースの照会および回答が発

生し手作業での作成負担が増加している実態が報告され、従来通りの電子媒体出力機能や代

替手段を求める声のほか、公用照会回答事務の継続や年金生活者支援給付金用データ作成へ

の波及を懸念する声があった。一方ベンダーからは、機能を使用不可とする対応が必要であ

るとの回答と、実装不可としても問題ないとの回答の双方が出された。（事務局） 

○ No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした事項の管理項目における処理結果

受理年月日の取り扱いについてご報告する。 
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過去の意見照会にて、産前産後免除、育児免除、付加加入においてのみ処理結果受理年月日と

いう管理項目が定義されているが、他の申請免除や学生納付特例には存在せず実務上も使用

していないため削除を検討してほしいとの意見があった。事務局で調査したところ、当該項

目は国民年金市町村事務処理基準第25条第２項に定められた処理結果一覧表送付時の受付処

理簿への受付年月日記入規定をシステム上で管理するために設けられた経緯があるが、一般

の保険料申請免除等では定義されておらず機能間で不整合が生じていたため実態についてヒ

アリングした。ヒアリングの結果、対象の免除事務に関してすべての市区町村でシステム上

の当該項目を活用していないことが確認された。具体的には、３つの市区町村が項目を利用

していないまたは実装されていないと回答し、うち２つの市区町村で紙や表計算ソフトによ

る手作業で管理していた。また標準準拠システムへの移行が完了していない市区町村でも作

成年月日等から実質判断し、項目自体は管理していなかった。一般の申請免除等の受領日に

ついても、紙や表計算ソフト、別システム項目での管理または管理なしという実態であった。

これらを踏まえ、システム上の管理項目として一律厳密な入力を求める必要性は低いと判断

し、厳密な管理は求めない前提でオプション機能に据え置くか削除するかについて検討を進

めたい。（事務局） 

○ No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした事項の国民年金保険料免除申請書

等の左上欄におけるシステム印字化についてご報告する。 

免除申請書等の左上欄にある郵便番号や住所等の記入欄は、本人の意思確認の観点からシス

テム印字を行わない仕様とされていた。しかし自治体現場から、外国籍住民や複数枚申請す

る者の負担が大きいことや、書かない窓口推進の観点から自動印字を求める要望があったた

め、手書き対応による課題や改修負担について自治体およびベンダーへヒアリングした。自

治体からの回答では、５つの市区町村のうち１つの市区町村が問題あり、３つの市区町村が

問題なしと回答した。問題なしと回答した市区町村においても、外国籍住民の対応時間短縮

や海外転入から免除申請までの一括処理による適用率向上を期待する声、手書きによる誤記

懸念など、印字化を支持する意見が多く寄せられた。一方ベンダーへのヒアリングでは、２社

から現行の仕組みや設定で対応可能と回答があった一方で、３社から帳票レイアウト修正や

文字数超過および外字対応等で負担が発生するとの指摘があり、１社からは入力画面機能の

サポートが必要との意見が出されるなど実装上の負担感にばらつきが見られた。これらを考

慮し、標準仕様書として印字出力の範囲や実装準備期間の整理を進めたい。（事務局） 

○ ヒアリング結果を踏まえた今後の検討方針（事務局案）について資料１のＰ12 にてご説明す

る。 

ヒアリング結果を踏まえ、次回会議に向けた今後の進め方および確認事項を整理した。第１

に、住民記録システムからの連携情報簡素化等に伴う影響について、実態を踏まえ連携すべ

き項目に関係省庁との調整を検討するため、自治体へ実務上必要な連携項目の精査を依頼す

る。第２に、３号から１号への種別変更に関するシステム対応について、３号記録照会機能を

オプション機能として追加する方向で検討するため、ベンダーへ開発期間や作業難易度の確

認を依頼する。第３に、所得情報提供関連機能の実装区分見直しについて、当該機能群を実装

不可として削除する方向で検討するため、ベンダーへ改修期間を踏まえた適合基準日の意見

を伺う。第４に、管理項目「処理結果受理年月日」の取り扱いについて、厳密な管理は求めな

い方針とした上で、既存オプション機能への据え置きか削除かのいずれが適切か意見を伺う。

第５に、免除申請書等のシステム印字化について、氏名以外の自動印字化を検討し適合基準

日は十分な猶予を設定する想定とし、ベンダーへ要する期間や負荷の確認をお願い申し上げ
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る。（事務局） 

○ 今年度の取組み事項である No.４、５、６のヒアリング結果とヒアリング結果を踏まえた方針

についてご説明した。この後自治体の皆様よりヒアリング結果についてと次回のワーキング

チームの進め方についてご意見を伺いたい。まずは No.４、５ 住民記録システムからの連携

情報の簡素化に伴う影響・住基施行令第５条に定める年金情報の連携についてお願いしたい。

（事務局） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ 本件に関しては住民記録システムとの調整等が発生すると考えるが、どこまで住民記録シス

テム側にコミットしてもらうべきか検討に苦慮している。（構成員） 

○ 住民記録システム側とのデータ連携項目の追加調整等については、まず自治体からの希望項

目を精査した上で、関係省庁を含めて事務局側で調整と整理を進める想定である。（事務局） 

○ 承知した。次回の打ち合わせまでに自社として結論を出す必要があるわけではないという認

識でよいか。（構成員） 

○ 自治体に必要項目を提示してもらった上で省庁間調整を行う想定であり、ベンダー側から特

段の追加意見がなければ問題ない。（事務局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ No.４および No.５の検討項目については、事務局案の通り自治体へ必要項目を確認した上、

関係省庁を含めた調整を進めることとしたい。（事務局） 

○ No.６の１項目、３号から１号への種別変更に関するシステム化対応について説明する。標準

準拠システムへの移行後、３号記録の照会ができないことで事務負担が増加したとの意見を

踏まえ、３号記録照会機能をオプション機能として追加する方向で検討する事務局案を提示

した。本改定を行う場合における開発期間や作業難易度等の負荷について、本会議後に構成

員へ確認する予定であり、この進め方についての意見を伺いたい。（事務局） 

○ 削除された３号被保険者の管理機能を、希望する自治体が利用できるようオプション機能と

して追加するイメージであれば、特に問題はない。（構成員） 

○ No.６の検討事項すべてにおいて、進め方について問題はない。（構成員） 

○ オプション機能としての対応であれば特に問題はない。（構成員） 

○ オプション機能としての検討で問題はない。（構成員） 

○ オプション機能として検討する方向性で特に問題はない。（構成員） 

○ オプション機能としての対応であれば問題はない。（構成員） 

○ オプション機能として追加を検討する方向性について構成員の同意が得られたものと認識し

ている。本会議終了後、追加にあたっての各社の開発負担や作業難易度等について改めてヒ

アリングを実施するため、ご協力をお願い申し上げる。（事務局） 

○ No.６の２項目目、所得情報提供関連機能の実装区分見直し（実装不可化）について説明する。 

日本年金機構における直接の所得情報取得への移行に伴い、電子媒体作成を前提とした当該

機能群を標準仕様書上から削除（実装不可）とする方向で検討する。本機能の削除にあたって

は、事業者における改修負担や自治体での利用状況を踏まえ、いつを適合基準日（必須対応時

期）とするのが適切かという進め方や方向性について意見を伺いたい。（事務局） 
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○ 進め方について特に意見はない。（構成員） 

○ 方向性について問題はない。（構成員） 

○ 進め方について問題はない。なお自社回答の工数１か月はあくまで作業量の回答であり、具

体的な実施時期は別途検討する。（構成員） 

○ 方向性に問題はない。（構成員） 

○ 特に問題はない。（構成員） 

○ 特に問題はない。（構成員） 

○ 所得情報提供関連機能の実装区分見直しについて、実装不可とする方向で検討を進めること

とし、具体的な内容や対応時期等の詳細については事業者の皆様へ改めて伺う形で進めたい。

（事務局） 

○ No.６の３項目目、管理項目「処理結果受理年月日」の取り扱いについて説明する。本項目に

ついて、オプション機能へ据え置くか、または管理項目自体を削除するかの方針については

未定であるため、両案を並行して検討する。これを踏まえ、今後の進め方および確認項目に関

する意見を伺いたい。（事務局） 

○ 進め方に特に意見はない。（構成員） 

○ 削除する場合は期間と工数を要するため配慮いただきたい。（構成員） 

○ オプション機能としての検討で問題はない。（構成員） 

○ 日本年金機構からの受領日を記入するなどの使われ方をしている自治体が存在するか確認し

たい。（事務局） 

○ 承知していない。問い合わせ等も受けていない。（構成員） 

○ 管理項目削除よりはオプション機能に据え置く方が良い。（構成員） 

○ オプション機能での据え置きが良いと考えている。（構成員） 

○ システム改修が発生しないよう、オプション機能として残す対応がよい。（構成員） 

○ 改修負担の観点からオプション機能での据え置きを希望する意見が多い旨を確認し、利用実

態等を含めて引き続き検討を進めるとした。（事務局） 

○ No.６の４項目目、免除申請書等の左上欄におけるシステム印字化（氏名以外を印字対象とす

る検討）について説明する。氏名以外の住所等の項目を自動印字できるよう検討を進める方

針とし、それに伴う事業者側の改修負担等も確認しながら進めたい。本方針についての意見

を伺いたい。（事務局） 

○ 問題ない。（構成員） 

○ 方向性や進め方は問題ないが、設ける機能の詳細や文字数等について懸念があるため今後の

ヒアリング等で回答する。（構成員） 

○ オプション機能としての検討で問題はない。（構成員） 

○ 印字エリアの狭さやフォントサイズ、文字数等への配慮をお願いしたい。（構成員） 

○ 検討の方向性としては特に問題ない。（構成員） 

○ 印字エリアや管理の有無により開発負担が大きく変わるためご配慮いただきたい。（構成員） 

○ 各構成員からの懸念事項があることは承知した。具体的なご意見をいただいた内容を反映さ

せて検討を進める。皆様には確認事項としてご回答いただくようにお願いしたい。（事務局） 

○ それでは議事「（１）構成員ヒアリングの実施報告」を終了し、「（２）標準仕様書改定に向

けた討議」に移行する。（事務局） 

 

（２）標準仕様書改定に向けた討議 
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○ 標準仕様書改定等に向けた討議について、資料２に基づき説明する。 

今年度の取組み事項として掲げた全７項目のうち、No.４ 移行前後の機能差異に関する事項、

No.５ 市町村からの照会事項の分析結果に基づく検討、No.６ 過去の意見照会において令和

８年度以降検討とした事項については、議題（１）にてヒアリング結果および事務局の取組み

方向性を報告した通りである。また、No.７ 一部機能の経過措置対象機能の精査については

実装必須と標準オプションのいずれに設定すべきかを各機能単位で協議する事項であり、９

月４日に構成員より受領した意見を踏まえ次回の第２回ワーキングチームおよびベンダー分

科会にて討議を行う。本日は、改定対象として挙げている No.１ 老齢基礎年金への子に係る

加算の創設、No.２ 「被保険者・受給者情報」機能の拡充（年金相談）、No.３ 標準化の「16

歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法に加え、税制改正に関連する議題として追加され

た No.８国民年金保険料の免除等制度におけるひとり親控除額の引き上げについてもあわせ

て討議を行いたい。（事務局） 

○ No.１老齢基礎年金への子に係る加算の創設に伴う制度改正の背景および対応事項について

説明する。 

社会経済の変化やライフスタイルの多様化を踏まえた年金制度の機能強化を図る法改正が行

われ、年金を受給しながら子を育てる方への支援強化を目的として、これまで障害基礎年金

および遺族基礎年金に設けられていた子の加算が老齢基礎年金においても新たに創設される

こととなった。施行日は令和 10 年４月１日であり、支給額は子１人につき令和６年度価格で

年額 281,700 円、満額支給の要件は保険料納付済期間と保険料免除期間の合計が 25 年となる

300 月を満たすこととし、これに満たない場合は月数に応じて調整される見込みである。本制

度改正に伴い、市区町村の国民年金システムにおいても、裁定請求情報において老齢基礎年

金の子に係る加算対象者の情報を新たに登録および管理する機能を実装必須機能として追加

する方針とする。（事務局） 

○ 対応方針を標準仕様書の機能要件に落とし込む改定案について説明する。 

機能 ID:0260485 において遺族基礎年金等の加算対象者管理機能はすでに整備されているが、

今回の改定では既存機能を直接書き換えるのではなく新たな機能IDを新規採番して追加する

構成案としている。追加する要件内容は、裁定請求情報のうち老齢基礎年金または障害基礎

年金の子に係る加算対象者の登録、追加、修正、削除、照会ができることと定める。ここで障

害基礎年金が含まれている背景として、現行制度に存在するものの標準仕様システム上の管

理項目として明示的に整備が行き届いていなかったため、今回の老齢基礎年金への法改正対

応と併せて要件の明確化を図るものである。本機能は法定受託事務として不可欠な機能とな

るため実装区分は実装必須機能とし、適合基準日は法律の施行日と同じ令和 10 年４月１日と

設定している。ベンダーへは実装必須としての開発計画への組み込みを、自治体へは令和 10

年度からの新たな運用を見据えた確認をお願いする。（事務局） 

○ No.８国民年金保険料の免除等制度におけるひとり親控除額の引き上げに関する対応方針に

ついて説明する。 

令和９年１月末の標準仕様書改定に向けた新規検討テーマとなる。令和８年度の税制改正に

より所得税法等に規定されるひとり親控除額が引き上げられることとなった。国民年金保険

料の免除や 20 歳前障害基礎年金の支給停止等の審査においては、受給権者や被保険者の前年

所得を算定する際、税法上の控除額をベースに計算を行っている。そのため税制側の引き上

げに連動し、年金制度においても前年所得の算定時に考慮するひとり親控除額が現行の 35 万

円から 38 万円へ引き上げられる予定である。本変更は、国民年金保険料の免除および納付猶
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予制度における保険料免除の判定、20 歳前障害基礎年金の支給停止における所得制限の判定、

老齢福祉年金の支給停止における経過措置対象者の所得制限判定、特別障害給付金の支給制

限、障害および遺族年金生活者支援給付金の支給制限の５つの制度に直接影響する。施行期

日については、所得税のひとり親控除額の引き上げが令和９年分の所得から適用され、年金

の審査では前年所得を用いることとなるため、前年所得を審査に用いることとなる令和 10 年

４月１日からの施行を予定している。（事務局） 

○ 今回の控除額引き上げによって影響を受ける可能性のある機能要件について説明する。 

対象となるのは老齢福祉年金、特別障害給付金、年金生活者支援給付金、保険料の免除および

納付猶予に関する機能であり、具体的には機能 ID:0260043、0260045、0260082、0260208 にお

いて障害および扶養関係の控除額を管理および判定する要件が定義されている。今回の制度

改正に対し該当機能の機能要件や実装区分の変更は不要と考えているが、これらの機能要件

における要件の考え方・理由欄にて計算式や係数はユーザ管理しないと規定されている点が

ポイントとなる。したがって制度改正に伴い、令和 10 年４月１日以降の審査処理においてシ

ステム内部で参照するひとり親控除額のパラメータを 35 万円から 38 万円に切り替えるシス

テム改修が必要になるものと考えられる。また機能 ID:0260208 は実装必須機能であるため適

合基準日を修正する必要があり、新たな適合基準日は施行期日である令和 10 年４月１日を予

定している。なお 20 歳前障害基礎年金の支給停止に関して 20 歳前の障害基礎年金受給者の

情報を管理する機能が標準仕様上に明確に存在していないため、これによる影響や機能の必

要性についても併せて確認が必要な論点となる。本日の討議ではユーザ管理対象外と規定さ

れているパラメータ変更に伴うシステムへの影響度や標準仕様書としての記載修正方法につ

いて意見を伺いたい。（事務局） 

○ No.２ 「被保険者・受給者情報」機能の拡充（年金相談）の被保険者・受給者情報管理機能の

拡充、特に障害基礎年金の相談記録の管理について説明する。 

背景および昨年度からの経緯として、自治体から、障害基礎年金の窓口相談において厚生労

働省が提供する障害基礎年金相談シートに沿って聞き取りを行っているが、標準準拠システ

ムへの移行後は単なるメモ機能しかなく複雑な相談内容の管理が困難になるため機能追加を

求める強い要望が出されていた。これを受け昨年度実施した自治体へのヒアリングでは、回

答があった５つの市区町村のうち２つの市区町村が既にシステム上で相談事跡を管理してお

り、システム外で管理している３つの市区町村についても標準オプション機能として追加さ

れれば利用したいとの意向が示された。システム外管理を継続している理由は既存データか

らの移行作業が困難であるという物理的ハードルであり、システム管理自体のニーズは高い

ことが確認されている。なお市区町村業務支援ツールのうち障害基礎年金相談シート以外の

相談シートを活用している市区町村はなかったため、本検討の対象は障害基礎年金に特化し

て進めることとする。本日の討議では、自治体構成員に対して厚生労働省の相談シートをベ

ースとした管理項目案が実際の窓口業務に照らして過不足がないかという実用面の確認をお

願いする。またベンダー構成員に対しては本管理項目を標準オプション機能として追加した

場合の開発規模や既存アーキテクチャへの影響度という技術およびコスト面での確認をお願

いする予定である。（事務局） 

○ 被保険者・受給者情報管理機能の中に障害基礎年金の相談内容に特化した標準オプション機

能を新規追加する改定案について説明する。 

現行の標準仕様書では汎用的な住民相談管理機能である機能ID:0260030およびメモ情報管理

機能である機能 ID:0260031 が定義されているが、これらとは別に障害基礎年金の相談内容に
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関する情報を登録、修正、削除、照会できる専用機能を新規採番し、標準オプション機能とし

て追加する。管理項目として厚生労働省の窓口相談対応票（本人情報）および相談記録に記載

されている傷病名、発症日、初診日、医療機関情報等を網羅的に設定する。なお特定の項目に

よる集計機能については、システムの複雑化や運用の負荷、経費増加の懸念があり、相談シー

ト項目の管理で十分カバー可能と判断したため本改定案では定めない想定としている。本日

の討議では自治体に対して管理項目の過不足についてご確認いただきたい。ベンダーに対し

ては多数の項目を持つ新規画面等を標準オプションとして開発および実装する際の影響度や

開発工数感についての意見を求める予定である。（事務局） 

○ No.３ 標準化の「16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法について説明する。 

標準化後の 16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数の確認方法について説明する。国民年金の免除

試算において本数値は不可欠な情報であるが、従来は多くの自治体が個人住民税システム側

でカスタム項目として保持し国民年金システムへ連携する運用を行ってきた。しかし税務シ

ステムの標準化に伴い独自項目が廃止される予定となったため、自治体から年金の免除試算

に大きな影響が出るとの懸念が示されていた。一方で現行の国民年金システム標準仕様書で

は他システムから連携するのではなく本人の申立書等により確認した人数を登録する運用を

原則とし、データ連携取得が考慮されていなかった。昨年度実施したヒアリング調査では、５

つの市区町村のうち４つの市区町村が税システムからの情報連携により件数を確認しており、

ベンダー６社中４社が税システムからの連携開発を行っている実態が判明した。さらにシス

テム間連携データ項目である被扶養者宛名番号をキーとし、住民記録システムの住民情報グ

ループにある生年月日を参照することで 16 歳以上 19 歳未満の年齢を判定しシステム側で扶

養親族数を算出可能であることがベンダーへのヒアリングにより確認された。これを踏まえ

本会議では、機能 ID:0260026 の機能要件の理由欄へシステム連携を前提とした算出方法を追

記する修正案について確認をお願い申し上げる。（事務局） 

○ 16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数を登録、修正、削除、照会できる標準オプション機能である

機能 ID:0260026 の具体的な仕様書改定案について説明する。 

既存の要件の考え方・理由欄では、他システムから連携するのではなく書類等または本人の

申立書により確認した人数を登録すると記載され、システム間連携を考慮しない表記となっ

ていた。改定案では本人の申立書により確認した人数を登録する規定を残しつつ、連携する

のではなくという文言を削除した上で個人住民税システムおよび住民記録システムとの連携

により自動算出する場合のデータ要件を追記している。具体的には地方公共団体情報システ

ムデータ要件・連携要件標準仕様書の基本データリストにある被扶養者宛名番号をもとに、

住民情報グループの氏名および生年月日を用いて被扶養者の年齢を割り出し、16 歳以上 19 歳

未満の扶養親族数を算出するロジックを明文化した。自治体に対してはこの改定による免除

審査実務への支障の有無について確認をお願い申し上げる。ベンダーに対しては明記された

算出ロジックでの実装を進める上でのシステムアーキテクチャ上の懸念点について意見を伺

う予定である。（事務局） 

○ 検討テーマ No.１ 老齢基礎年金への子に係る加算の創設、No.８ 国民年金保険料の免除等制

度におけるひとり親控除額の引き上げ、No.２ 被保険者・受給者情報管理」機能の拡充（年金

相談）、No.３ 標準化後の「16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法、これらの改定案

について順次意見を伺いたい。令和９年１月末の標準仕様書改定に向けた改定案として提示

したものであり、表記の明確性や、実際に実装する際の事業者における開発負担や難易度、影



 

 
 （10／12） 

 

響度等の観点も含め、仕様変更案に対する意見を伺いたい。まずは No.１ 老齢基礎年金への

子に係る加算の創設に伴う標準仕様の改定案について、意見を伺いたい。（事務局） 

○ 改定案について意見はない。（構成員） 

○ 改定案について特に意見はない。（構成員） 

○ 本機能で管理したデータを用いて外部報告を行うことまで想定されているのか、単に管理・

照会できればよいのか確認したい。（構成員） 

○ システム内で管理および照会する範囲を想定している。（事務局） 

○ 管理・照会までであれば特に問題はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 改定案について特に意見はないが、要件改定に伴う改修費用に対し、今後補助金や所要額調

査等の予算措置が検討されているか確認したい。（構成員） 

○ 本件は制度改正事項に該当するため、従来通り国民年金事務費交付金の中で予算措置を講じ

る予定である。（年金局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ 当社からは意見はない。（構成員） 

○ No.１ 老齢基礎年金への子に係る加算の創設に伴う機能要件の改定案について異論は示され

なかったこととし、仕様化に向けた検討を引き続き進める。（事務局） 

○ No.８国民年金保険料の免除等制度におけるひとり親控除額の引き上げに伴う仕様変更案に

ついて説明する。本件は機能要件自体の変更を行わず要件の考え方・理由欄を追記し、実装必

須機能の適合基準日を変更する改定となっている。（事務局） 

○ 実際に控除額を使用するのは８月頃になるため、過去の税制改正時と同様に「令和 10 年４月

１日または実際に処理を使う日まで」等の表記へ見直してほしい。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 適合基準日については、４月１日より遅い時期となるように設定してほしい。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 控除額の変更は税側の要件であるため、年金の標準仕様書へ記載する必要があるのか確認し

たい。（構成員） 

○ 年金制度におけるひとり親控除額の控除単価は所得税ベース（高い方の控除額）を採用して

おり個人住民税と異なっているため、システム上のパラメータ切り替えが必要となることか

ら仕様書に明記している。（年金局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ 当社からは意見はない。（構成員） 

○ No.８ 国民年金保険料の免除等制度におけるひとり親控除額の引き上げについて、適合基準

日の見直しに関するご指摘を踏まえ、事務局にて検討した上で、次回以降の会議で協議する。

（事務局） 

○ No.２ 「被保険者・受給者情報」機能の拡充（年金相談）について、障害基礎年金相談シート

に基づく相談記録管理機能を、標準オプション機能として新規に追加する改定案を説明した。

（事務局） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 追加される管理項目について、既存の裁定情報等との紐付けを行う必要があるのか確認した

い。（構成員） 

○ 相談受付時の登録情報であり、既存裁定情報等との紐付けまでは想定していない。（事務局） 
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○ 承知した。裁定情報等との紐付けがない旨が分かるよう仕様書に記載していただきたい。 

（構成員） 

○ 裁定情報等との紐付けを行わない運用であることが明確になるように仕様書への記載方法に

ついては検討する。（事務局） 

○ オプション機能としての追加であれば問題はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ No.２ 「被保険者・受給者情報」機能の拡充（年金相談）について、標準オプション機能とし

て追加する方向性で概ね同意が得られたと認識している。裁定情報との紐付けを行わない運

用であることが明確になるように仕様書への記載方法については事務局で検討の上、次回以

降の会議にて提示する。（事務局） 

○ No.３ 標準化の「16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法について説明する。個人住民

税システムおよび住民記録システムからの連携に基づき年齢を割り出す算出方法を、要件の

考え方に追記する仕様変更案としている。この追記内容および変更案について構成員の意見

を伺いたい。（事務局） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 生年月日が不詳で年齢が割り出せない場合の取り扱いについて確認したい。自社システムを

導入する自治体からの対応要望がある。（構成員） 

○ データ等で生年月日が確認できずシステム連携で算出できない場合は、原則として本人の申

立書等により確認して手入力で登録する業務対応になる想定である。システム的に別途要望

等があれば伺いたい。（事務局） 

○ システム対応としては限界があると認識しているため、申請者本人からのヒアリングを基本

事務とする前提で自治体側へ説明し進めたい。（構成員） 

○ 生年月日不詳等のケースにおいてどのような業務対応が行われているか実態を把握するため、

必要に応じて個別にご相談したい。（事務局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 特に意見はない。（構成員） 

○ 人数を算出する際、個人住民税システムと住民記録システムとの間で世帯構成等の情報に相

違がある場合のチェック処理や仕様規定について、どのような扱いになるか確認したい。 

（構成員） 

○ 両システムの情報に相違がある場合のチェック処理の明記等について、どのような記載が可

能か事務局にて持ち帰り検討したい。（事務局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ No.３ 標準化の「16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法について、仕様化の方向性自

体は概ね合意が得られたと認識している。生年月日不詳等の例外事例や、個人住民税システ

ムと住民記録システムの間での情報相違時の扱いなど、具体的な記載内容については事務局

で持ち帰り整理・検討した上で、次回以降協議する。それでは議事「（２）標準仕様書改定に

向けた討議」を終了し、「（３）今後のスケジュール及び予定」に移行する。（事務局） 
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（３）今後のスケジュール及び予定 

○ 資料３に基づき今後のスケジュールについて説明する。10 月に第２回ワーキングチームおよ

びベンダー分科会を開催し、11 月に第２回研究会にて意見照会案を協議した後、全国意見照

会を実施する予定である。（事務局） 

○ 第２回ベンダー分科会では、本日の議論結果の振り返りや自治体からの意見の共有に加え、

論点 No.１ 老齢基礎年金への子に係る加算の創設、No.８ 国民年金保険料の免除等制度にお

けるひとり親控除額の引き上げ、No.２ 被保険者・受給者情報管理」機能の拡充（年金相談）、

No.３ 標準化後の「16 歳以上 19 歳未満の扶養親族数」の確認方法の具体的な標準仕様の再協

議、論点 No.４ 移行前後の機能差異に関する事項、No.５ 市町村からの照会事項の分析結果

に基づく検討、No.６ 過去の意見照会において令和８年度以降検討とした事項に関する事務

局取組み結果の報告、および論点 No.７ 一部機能の経過措置対象機能の精査について協議す

る予定である。（事務局） 

 

３．閉会 

○ 全体を通した追加の質問を受け付ける。（事務局） 

○ 令和８年 10 月より施行される育児免除制度に関し、実務運用について確認したい。令和８年

９月４日付で厚生労働省年金局より発出された事務連絡「育児免除に係る事務の取扱いのＱ

＆Ａ」項番２（育児免除に係る事務処理）の問 10 において、「養育する子が複数いる場合は、

この人数分の届出が必要」との回答が示されている。例えば双子が出生した場合のように、免

除対象となる期間が完全に同一となるケースであっても、育児免除該当届を子ども１人につ

き１枚ずつ計２枚出力し、日本年金機構の年金事務所へ送付する運用という認識でよいか確

認したい。（構成員） 

○ 免除期間が同一の場合であっても、あくまで子ども１人につき１枚の提出となるため、子ど

もが２人であれば届出書を２枚提出いただく運用想定である。（年金局） 

○ 承知した。（構成員） 

○ 本日の議事概要については、別途事務局にて作成の上、発言内容の確認等を依頼する。また、

次回会議に向けて追加の確認事項や意見提出をお願いする場合があるため、ご協力いただき

たい。引き続きよろしくお願い申し上げる。（事務局） 

 

以上 


